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前橋地裁平成 18 年 2 月 24 日（平成 16 年（ワ）21 号，野原穂積対医療法人愛
全会外 3名，出資金等返還・損害賠償請求事件）判例集未登載










法行為を阻止できなかったと主張して，Y4 県に対し国家賠償法 1条 1 項に基づき
Y2と同額の損害賠償の請求をした。
Ⅱ	判旨









場合には，Y1 に対する出資金返還請求権が発生する。……Aは，昭和 57 年 10 月
3 日に死亡し……Aの相続人のY1 に対する出資金返還請求権の消滅時効は，……
Aが退社した時から進行するから，同請求権について，既に 10 年の時効期間が経










































資産を出資して，昭和 32 年に設立された。Aは，Y1 が設立された後，長く理事
長としてY1 を経営してきた。（イ）Y1 は，遅くとも昭和 48 年以後，借入金の増




にとどまっていたが，同年 12 月，Y1 の理事長を辞任し，代わって Bが理事長に
就任した。その後，Y4県の調査により，Y1の診療報酬の水増請求の存在が明らか




存続させる必要があるとのY4 県の意向もあって，昭和 55 年 3 月には，地元選出
の県議会議員らが理事としてY1の経営に関与するようになった。そのころ，Bは
Y1の理事長を辞任した。そして，同年 4月には，Y1に対して保健医療機関の再指
定がなされた。しかし，Y1 の経営状態は好転しなかったため，Y1 は，昭和 55 年
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11 月 18 日，和議の申立てをしたが，この申立ては，和議の認可には至らずに終局
した……。その後，Y1について，法的な倒産処理手続が行われたことはない。（エ）
以後のY1の経営について，Aや Bが実質的に関与することはなかった。」
「Aや Bは，Y1 の理事長としてY1 の経営に携わってきたところ，Y1 の経営状



















そして，Bの退社時（死亡時である平成 13 年 6 月 14 日）の Y1 の純資産額は 4
億 9893 万 8630 円を下らないから，「Xは Y1 に対し少なくとも同額の出資金返還

























本判決は，出資時点（昭和 32 年）において 20 万円の出資が，「Y1の経営につい
て少なからぬ悪影響が生ずることは想像に難くない」と述べながらも，純資産に対





























































































もっとも，司法解釈においても，東京地八王子支判平成 6年 3 月 24 日及び東京
高判平成 7年 6 月 14 日高民集 48 巻 2 号 165 頁は，「退会した会員は払込済出資額
に応じて払戻しを請求することができる。」と規定した定款を，本判決と同様に，
出資持分に相当する資産の払戻しを規定したと解しており，最判平成 10 年 11 月
24 日もこれを支持している。しかし，その後，医療法人の出資の払戻しに関する
事案において，出資持分割合に応じた払戻し（約 37 億 5000 万円）の定款から出
資額限度による払戻し（約 1100 万円）の定款に変更する被相続人の相続発生一週
間前の定款変更を有効として，出資額限度による払戻しを認めている（東京地八





審（東京地八王子支判平成 6年 3月 24 日）は約 5億 5000 万円の払戻しを認めたの
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とにより，約 37 億 5000 万円の払戻しを回避して約 1100 万円の払戻しにとどめて
いる（一審・二審・最高裁とも同旨）。ここで注意すべきは，いずれの判例も約 5
億 5000 万円の払戻しや約 37 億 5000 万円の払戻しが不合理であるとの価値判断は






































































なお，「出資の価額に応じて」との文言が，民法 674 条 1 項（組合員の損益分配



























ないと考えていると解される。しかし，Aと Bの出資額は，それぞれ 442 万 5600
円と 20 万円であるから，出資割合は，それぞれ約 96%と約 4%である。そして，
約 4%の Bの持分がAの退社により 100%に拡張することは，Aの死亡時（昭和 57
年）にAの相続人がAの出資金返還請求権を行使した場合にY1 の純資産は減る
が，その後Y1 の純資産が増加すると，Bの死亡時（平成 13 年）に Bの相続人が
100%の出資金返還請求権を行使すれば，実質的には出資金返還請求権は約 4%を大
幅に超過した出資持分割合の返還請求権を認めることになってしまう。極論すれば
Bが 20 万円でなく 1円の出資であったとしても，同様にA退社時にBの出資持分
割合が 100%に拡張するから，昭和 57 年のA死亡時にAの相続人がAの出資金返


































Aが死亡して相続人がいない場合でもないから，民法 255 条・264 条を直接適用す
ることはできない。そこで，Aの死亡に伴う出資金返還請求権が時効により消滅


























































出資金返還請求権という負債（昭和 57 年当時のY1の負債を除いた純資産の 96%）
が控除されるから，Y1 の「純資産」は減少し，Bの相続人による出資金返還請求
権で 4億 7110 万 1049 円の支払いを肯定することはできないというべきである。
（6）		もっとも，本判決の論法の前記帰結で危惧されるのは，「Y1が Aや Bによっ
て経営破綻に追い込まれた」という過去の経緯（昭和 55 年 11 月には和議の申立て
がなされている）があり，昭和 57 年当時はY1 の純資産が少なかったことが予想






























































であるか（4億 7110 万 1049 円の支払いは，本判決によれば「Y1 の経営について
少なからぬ悪影響が生ずることは想像に難くない」と述べられている）で決せられ
るべきである。しかも，「Y1 が Aや Bによって経営破綻に追い込まれた」という
過去の経緯（昭和 55 年 11 月には和議の申立てがなされている）やBの夫である「A












（1）	 林良平 =前田達明編『新版注釈民法（2）総則（2）』498 頁以下〔川村俊雄〕（有斐閣，平 3）。
（2）	「『医業経営の非営利性等に関する検討会』（報告書）〜『出資額限度法人』の普及・定
着に向けて〜」1頁（平成 16 年 6 月 22 日）。





（4）	 持分の払戻しを認めるのは，民法上の組合における組合員の脱退（民 681 条），持分会社
（合名会社・合資会社・合同会社）の社員の退社（会社 611 条），特別法上の組合員ない
し会員の脱退（中小企業等協同組合法 20 条，農業協同組合法 23 条，水産業協同組合法
28 条，労働金庫法 18 条，信用金庫法 18 条など）にみられるが，医療法人と性格を異に
し同列に論ずることはできない。むしろ，出資額の払戻しを認める消費生活協同組合と
同列に論ずべきである。
（5）	 昭和 25 年 8 月 9 日医発第 52 号厚生省医務局長発各都道府県知事宛通達「医療法の一
部を改正する法律の施行について」。
（6）	「『医業経営の非営利性等に関する検討会』（報告書）医療法人制度改革の考え方（報告）
〜医療提供体制の担い手の中心となる将来の医療法人の姿〜」（平成 17 年 7 月 22 日）に






（7）	 最大判昭和 29 年 10 月 20 日民集 8 巻 10 号 1907 頁。なお，近時，「被爆者が国内で健
康管理手当の受給資格を得ても海外に移った場合には支払わない」とした旧厚生省通
達が，最高裁で違法とされ，国家賠償が認められている（平成 19 年 11 月 1 日判決）。
（8）	 最大判昭和 40 年 6 月 30 日民集 19 巻 4 号 1143 頁。
（9）	 最大判昭和 39 年 11 月 18 日民集 18 巻 9 号 1868 頁，最大判昭和 43 年 11 月 13 日民集
22 巻 12 号 2526 頁，最判昭和 44 年 11 月 25 日民集 23 巻 11 号 2137 頁。
（10）	最大判昭和 62 年 9 月 2 日民集 41 巻 6 号 1423 頁。
（11）	最大判昭和 48 年 4 月 4 日刑集 27 巻 3 号 265 頁。
（12）	最判昭和 30 年 10 月 7 日民集 9巻 11 号 1616 頁。
（13）	最判平成 9年 9月 4日民集 51 巻 8 号 3619 頁。

































（21）	我妻栄 =有泉亨『新訂物権法（民法講義Ⅱ）』473 頁（岩波書店，昭 58）。




（25）	四宮和夫 =能見善久『民法総則』356 頁（弘文堂，第 7版，平 17）。
（26）	最判昭和 40 年 3 月 9 日民集 19 巻 2 号 233 頁。
（27）	最判昭和 27 年 2 月 19 日民集 6巻 2号 110 頁は，有責配偶者の離婚請求を斥けたが，「全
く俗にいう踏んだり蹴たりである。法はかくの如き不徳義勝手気儘を許すものではな
い。」との判示は、本判決にもあてはまるであろう。
